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1.はじめに
本稿の目的は，改善効果によるイノベーションは新興市場でも通用するのかどうかを考えるこ
とである。もう少し経営実践に関連づけて問題を考えるならば，以下のようなある種の定式化し
た事実を背景とする。
日本企業の国際的評判は， 1980年代に非常に高まった。それは国際市場に低価格で高品質な
製品を供給したからであり，その経営手法は日本的経営と呼ばれ一時は世界の多くの学者が研究
対象とした。日本的経営とは，一般的には，年功序列，終身雇用，企業別労働組合を採用した経
営のことである (Abegg1en[1958J ; Abegglen and Stalk [1985J ;間[1963J;岩田 [1984])。
これらの研究は， 日本企業の経営方法は何らかの特徴を持っており，その方法はアメリカ企業の
それと比較しでも，決して，劣っているわけではない，ということを明らかにした。そこからさ
らに日本的経営の競争優位性の発見を企図する研究がたくさん行われた。国際競争力を持つ低価
格で高品質な製品をどのように開発・生産するのかについて，生産管理や製品開発の研究者が日
本の工場運営や製品開発の特徴を調査し，安くて高品質な製品をつくる方法がある，ということ
を発見した。それらは要約すれば，組織内部の団結性の高い集団による漸次改苦型の製品進化を
すすめる製品開発・生産管理方法である (Abernathyet al. [1985J ; Burt and Doyle [1993J ; 
Clark and Fujimoto [1991] ; Hayes [1981] ; lmai口986J; Monden [1983])。
その能力は 21世紀最初の 10年が経過しでも依然として衰えず，日本企業の低コスト・高品質
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製品の開発力に比肩する企業や国を発見することは未だに困難である。日本企業の「ものづくり
能力」についての一連の研究成果を読めば，それを理解するのは容易である。
にもかかわらず，いくつかの興味深い論点を，日本企業の漸次改善による高品賀製品を開発す
る経営手法や戦略に見いだすことができるだろうoそれは，その手法によって開発生産された製
品で，まだ競争が可能か，という問いである。
この間いは，特に次の 2つの特定的な経営課題に関連していると考えている。第 1に日本企業
は，この先，たとえば2010年代を通じて成長を維持できるかどうかである。これはこの先 10年
間で，成長市場がどこにあるのか，そしてそζで競争力そ発揮できるのか，という課題に関連す
る。第2に，低利益率から脱却することはできるのか， C~ 、う課題である。国際的な製品供給競
争の場で他社比較した時に，日本企業の利益率の低さがしばしば指摘されてきた(石井 [2006]; 
伊丹他 [2007J;三品 [2003J)。利益率の低さは，漸次改善型の製品開発に関連すると，われわ
れは考えている。これら 2つの課題について，解決可能な案を仮説として提案することが本稿の
目的である。これによって，日本企業は新興市場でまだ競争できるだろうか，という問いを考え
ることができると期待できるからである。
本稿の目的を達成するために，以下の構成が適当でPあると考えている。まず，簡単に 2つのタ
イプの製品開発を務理しておこう。ひとつは日本企業の得意とする漸次改善型の製品開発であり，
もうひとつは破壊的イノベーションを達成する製品開発である (II. 2つの製品開発)。それを受
けて， 日本企業が漸次改善型の製品開発で中国市場への参入したケースを考察しよう Cil.日本
企業の中国市場参入戦略〉。このケースから，新興市場ではその手法について，いくつかの間題
があることを指摘できるだろう。ケースを考察したあとは，それを理論で解釈し (IV. ケースの
解釈)，最後に，ケースの解釈から導出できる経営上のインプリケーションを検討して， 日本企
業が新興市場を攻略するためにどんな作業が必要かを考えよう cv.なぜコストは下がらないか)。
本稿でたびたび引用する破壊的イノベーションの理論は，非常に強力で，おそらく過去20年
間で最も適応範囲の広い綾営学理論だろうω。それ故に，すでに破壊的イノベーションの理論で
説明されていることを繰り返すといった車輸を再発明するような屋上屋を架す愚を犯すことのな
いように，どこが既存理論と違うのかを明示しながら本稿を進めていこう。
I. 2つの製品開発
製品開発は企業競争力の奥の院で、ある。それは，製造企業の場合は，つまるところ企業能力が
体現された製品によって競争をしているからである。企業能力が体現された製品という意味は，
( 2 ) Christensen (1997)も明示するように，破壊的イノベーションのアイディアは小売の輪理論に立脚
している。したがって， もう少し経営学説史に忠実に述べれば小売の輸理論の適応範囲が広いというこ
とであるが，さらに厳密に述べるならば，それはつまるところ低コストの製品・サービスが競争力を持
ち続けるという議論だ，ということになる。
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ある製品をつくりだす企画・開発・生産の「性能水準」は，その企業が独自に築き上げてきた各
種技術そのものであり，それが企業の特徴を形成しているので，そこから産出される製品は，企
業能力の表現形式であるというものである。
本稿では，このような考えに基づいて，抽象的な 2つのタイプの製品とそれらの開発ノfターン
を措定する。ひとつは，継続的な改善によって品質を高めていくタイプの製品である。もうひと
つは，製品品質は低いけれども，非常に低価格に開発できる製品である。それぞれは，それに適
したっくり方があって，一方のっくり方で，別の製品をつくることはきわめて困難だ，というの
が既存研究の基本的なメッセージである。
そこで以下では，本稿で考えている 2つのタイプの製品とその製品のっくり方を措定しておこ
う。ひとつは漸次改善型の製品で，もうひとつは急激な低価格化を実現する製品である。本稿で
は，前者は高品質・高機能製品と呼んだり，すり合わせ製品やインテグラル製品と呼んだりする。
後者は低品質・単機能製品，低価格製品，あるいは，組み合わせ製品やモジュラー製品と呼んだ
りする(九学術論文にはあるまじき意味を一意化しない用法で， I論文」ではないという批判が
あるかもしれないが，それらのシニフィアン(発音で表現される対象物や概念)t.本輸におい
ては科学的にあまり重要ではないからである。重要なことは，それらの製品とっくり方が一義的
に適合する，という関係である。もちろん，多様な表現をしても，論理を見失わないように注意
することは言うまでもない。
一方，製品のっくり方も，それら製品に対応して 2つのタイプを措定することができる。高品
質・高機能な製品は，製品内部の部品の統合度，つまり部品聞のつながり具合の精度が非常に高
く，壊れにくいとか，機能が安定しているという特徴をらつ。そのためには，部品問の統合度を
高める製品開発部門聞の述携を必要とする。こういう組織内活動を「すり合わせ」と呼ぶことが
多い。
同様に，低品質・単機能で低価格な製品のっくり方もある。それらの製品は，緊密な組織内部
の調整を不要にしである積のコストを下げることを目指す。製品をつくるときに部品聞の細かい
統合をしないのであるから，高品質な製品はっくりにくい。しかし，だからといって粗悪品をつ
くるわけにはいかないので，品質を一定に保持するために，守らねばならない約束事を決めるこ
とで対応しようとする。すなわち， Iコト」が起こってからでも，何らかの手を打つことができ
るのが緊密な組織内述携だとすると， Iコト」を起こさないようにするために，作業の千)1国やルー
ルを細かく決めておこうとするのがこちらの製品のっくり方になる。以下では，既存研究の知見
に簡単に触れながら， もう少し具体的に考察していこう。
(3) 強調しておかねばならないが，低品質・単機能が「懇い」製品という意味にはならない。「惑い」と
言っても，性能が低いとか，粗悪品が多いとかという意味ではないからである。あくまでも，消費者の
製品に対する期待があまり高くなくて，機能が多くない，という意味である。本稿で述べる低品質な製
品を，われわれば事んで買うことがあるし，単機能が非常に魅力的な製品カテゴリーもある。そして実
際，そういう製品をつくる企業も儲かっていると確信している。低品質・単機能，低価格に否定的な意
味は，一切なL、。
126 『明大商学論叢』第94巻第2・3号 ( 176) 
破壊的技術の論理
本稿でわれわれが，依ってたつのは Christensen(1997)の破壊的技術 (disruptivetechnol-
ogy)のもたらす結呆についての一連の研究であるω。破壊的技術とは， {lf品質・単機能である
にもかかわらず，低価格の製品・サービスによって，あるセグメントの顧客には喜んで選択され，
その後，既存の競争構造を変化させる技術革新のことである (Christensenand Bower [1996J ; 
Christensen and Rosenbloom [1995])。あまりにも有名になったので， ここで再掲する必要も
ないと予想するが，概念図で示すと以下のような関係である(図1)。
図 lは，破壊的技術(あるいはイノベーション〉を説明する際にしばしば用いられる概念図で
ある。この図で，横軸は時間の経過を表している。ハードディスクが市場に登場したころから，
1990年頃までである。縦軸は，製品の性能であるが，ここでは記憶容量 (Capacity)である。
図の読み方は次のようになる。まず，実線だけに住目するO ある時期，たとえば 1972年に，
ある容量，たとえば 250メガバイトの 14インチのハードディスクが発売された，というように
なる。ここでインチ(inch)で表される数字は，ハードディスク内部の記憶部品，円盤(プラッ
タと呼ばれる)の直径である(これがデータを保存する円盤一一アルミニウムかガラスのディス
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出所:Christensen (1993)， Figure 5， p.559を概略化して掲載
図1 破壊的技術の説明で示される概念図
1990 
(4 ) これはChristenscnand Bower (1993)が最初に用いた。英語では disruptivctcchnologyである。
当初，ダイヤモンドハーバードビジネスレビューでは分岐技術という訳語が選択されていた。それは，
市場をハイエンドとローエンドに分けるからである。のちに新しく訳されたときには，破壊的技術となっ
た。本稿では，知名度のよさを優先して破壊的技術を用いる。
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クーーであって，表面に磁性体が塗布されている)。
ハードディスクの記憶容量は，詰まるところ，この円盤の上にどれだけの設の磁気を与えられ
るかに依存する。それは面積を大きくするか，密度を上げるかである。ということは，他の条件
が一定だと考えると，面積，すなわちディスクの直径が大きければ大きいほど，記憶容量は大き
くなる。したがって，ある時(たとえば， 1980年)に， 14インチ， 8インチ， 5.25インチのハー
ドディスクを比較すると，当然，その順番 (14)8>5.25)で容量が多くなっているのである。
しかし，その分，価格は高いのである(価格の安さは 5.25>8>14)。
そのときに低品質な製品が，なぜ，高品質な製品の脅威になるのか，を説明するのがこの議論
の卓越したところである。それは，顧客が違うからだ，というのが基本的な主張になる。それを
理解するのが，点線である。図中の点線は，顧客のふーズを表している。つまり， 14インチの
実線の下から伸びている点線は，その時点である顧客が必要としている性能の水準である。そう
いった点線はそれぞれのハードディスクにも存在する。 1972年には，ハードディスクを必要と
する顧客は，大体250メガぐらいの容量が必要だった，と理解する。
このような設定の下で，実線(ハードディスクの性能の向上)と点線(顧客のニーズの高まり)
は，時間の経過と共に右上に進んでいく。つまり，性能が上がるのと同じように，われわれのニー
ズも高まっていくのである。
事態が変わるのは， 1988年頃である。その頃， 8インチのハードディスクは 1，000メガバイト
(約 1ギガ〕ぐらいまで容量を高めていた。 14インチの記録は残っていないが，理屈上はそれよ
りはるかに高いことになる。ところが， もともと 14インチのハードディスクを必要としていた
顧客たちは， 8インチの性能が自分たちのニーズに追いついたので，そちらにシフトすることに
なる。というのも低品質な技術の製品は価格が安いからである。低品質な技術が，高品質な製品
のニーズに追いついたのてある。これが，破壊的技術がイノベーションとなる論理である∞。
なぜ破壊されるのか
このとき，経営戦略の問題として興味深いのは，なぜ 14インチのハードディスクメーカーは
8インチのハードディスクを開発しないのか(これはすべての上位製品が下位製品をつくらない
のかという聞いになる)である。高品質な技術体系を持っているわけだから，低品質な製品をつ
くるのはわけないではないか，と考えられるからである。
それは，破壊的技術は，初期にはしばしば既存の支配的な技術体系(ここでは品質について上
位の製品をつくる一連の技術という意味)からは，無視されるか，あまり相手にされないことが
多いからである。 14インチのハードディスクを使用している顧客のニーズは， 8インチのハード
ディスクの性能で'li満たすことができないのである。破壊的技術を起こす製品は，最初は，低品
質で十分な性能にはならないからである。主要顧客のニーズは低品質に向かないこと，これが低
(5) すなわち，破壊とは既存の支配的な技術体系(主に開発と製造に関わる一連の技術基盤のこと)の優
位性を壊してしまうという意味である。
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品質製品(ここでは8インチハード、テ'ィスク)の開発を運らせる原因になる。
ところが，そのような低品質な製品も徐々に品質を改善していくと，ある時，高品質製品がつ
かんでいたニーズを獲得することがある。破壊が起こった瞬間である。顧客のa性能要求ニーズ関
数は，技術進化関数ほどには傾きが大きくないことが多L、からである。
破壊が起こる理由を， Christensen (1997)は顧客のニーズから理解した。本稿の問題意識は，
にもかかわらず，という逆説の接続調が続くことが違いになる。つまり，破壊的技術の効果は強
力で競争のルールを劇的に変更する。それ故に，それに直面した企業は少なくとも何らかの手を
打つ必要があるo そして，突際にはそれはほとんど上手くできておらず，それを採用できない理
由も解決策も明確に示されている(へにもかかわらず，なぜまだ破壊的技術を採用できないのか，
という問いである。それを考える題材を提供するために，以下ではわれわれが取材したビジネス・
ケースを考察しよう。
il. 日本企業の中国市場参入戦略
ここまで，この先のケースを理解するための既存1県論から簡単な枠組みを考察してきた。明ら
かにしたことは，第 lに製品にはタイプがあるということ。第2に，それらには;Ijきしたっくり方
がありそうだ，ということである。この節では，それらの製品開発の違いがうまく表れたビジネ
ス・ケースを紹介する。この議論によって，破壊的技術にどのように対応するのかについて，議
論できる枠組みを提供できると期待できるからである。
ここで取り上げるケースは，中国進出した日本企業，アネスト岩田株式会社(以下，アネスト
岩田)の製品開発である。アネスト岩田は， 1926年設立された横浜市に本社をおく塗装機器，
塗装設備並びに小形・中形圧縮機，真空機器の専門メーカーである。 1927年に， 日本国産では
最初のスプレーガン安開発し，販売を始める。 1928年には小型コンプレッサの製造販売を始め
る。それ以来，国産初のさ巨冷二段・中形コンブレッサ (1969年)，世界初の多関節電動塗装ロボッ
ト(1985年)， t政界初のオイルフリースクロールコンプレッサ(1991年)など，たびたび業界を
リードする製品を開発し続けている。
アネスト岩田の主力商品のコンプレッサーは，工場では必需品であり，空気を圧縮して動力に
なるエネルギーをつくりだす機械である。一番身近にあるのは，タイヤの空気入れである。家庭
で電動式のコンプレッサーを用意しているケースは稀であろうが，自転車のタイヤの空気入れは，
原始的なコンプレッサーである。空気を圧縮して，高圧にして吹き出すのであるo そうすると非
常に強い力がっくりだせるのである。この原瑚を利用して，工場でもっともよく使われるのは，
C 6) Christensen (1997)の初期の結論は，持続的技術と破壊的技術の両方を同一社内にもつことはでき
ない，であった。なので，破壊的技術を採用するためには別の会社をつくる必要がある。その後，破壊
的技術でターゲットとする初期の顧客の分析，技術の外部化など議論は深化している CChrist巴nsen
and Raynor [2003J ; Christensen et al. [2008J)。
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各種エアツール(ねじ回し，掃除機，ブロアー)の動力である。空気の力で，ネジを回すドライ
ノqー を回転させるのである。
それ以外にも窒素を発生させる装置もある。圧縮した空気から，酸素と水分を分離することで，
窒素を取り出すことができるのである。窒素は常温常圧下では不活性で安定しており， しかも空
気中のおよそ 78%が窒素であるため低コストで取り出すことができるので，食品業界では酸化
防止のために封入ガスとして用いられる。部品としてのコンプレッサーは冷房装置(冷蔵庫，エ
アコン〕によく使われている。
アネスト岩田は，コンプレッサーだけでなく，塗装ツールに強みがあり，スプレーガンも開発・
生産していた。アネスト岩田のスプレーガンは，イルカのリトグラフで有名な，ラッセンが使っ
ているほどである。以下では，アネスト岩田の中国市場への参入戦略と製品開発の変遷を簡単に
紹介しよう。
アネスト岩田の中国進出
周知のとおり，中国は， 1978年から経済体制を改革し，徐々に経済特区を設定してきた。当
時の常識的な理解では，まだ中国企業は独自では世界で評価される製品を開発する技術力があま
りなかったので，外資企業の技術力が必要であるというものであるヘ国際経済でのプレゼンス
を意味する代表的な指標である GDPでみれば，中国は 1980年には 2，025億ドル，ここでケース
として取り上げるアネスト岩田が上海に進出した 1992年でも 4，882億ドルだったことからもそ
れがわかるだろうω。
中国政府の目的は外貨の獲得と海外企業の技術力確保であったが，だからといって，開放当時
からいきなり多くの日本企業が進出したわけではない。日本企業が大量に進出するのは 1990年
で，中国に進出した日本企業の狙いは，安価な労働力や土地を求めてのことであった。というの
も，中国企業はまだまだ世界的な競争力を発揮できるレベルではなかったからである。したがっ
て，そこで事業を行う日本企業も，製品の選択，顧客の選択は注意が必要であった。その意味は，
低コストの効果が発揮できる製品はどれかを考えることであり，そして，その製品は必然的に誰
に売るのかを連携して考えることになるだろう，ということである。
アネスト岩田は， 1992年に中国の上海に進出した。 1978年経済体制改革の宣言以降， 1980年
から徐々に経済特区を設置してきた。経済解放をしたとはいえ，まだ中国では日本企業が単独で
会社を設立できないので，現地会社との合弁であった。このときは，まだ現地の企業には開発機
能はなく，設計は日本で行い，主要部品を日本から輸出し，その他のパーツは現地の企業から調
達する，セミ・ノックダウン生産であった。日本から輸出する主力部品は，横浜にある品質管理
センターで検品をしていた。
(7) 1978年では，中国の輸出入総額は206億ドルであった。その年，日本は 1，768億8，600万ドルである。
(8) それぞれ名目値で，比較のために， 1980年の日本のGDPはl兆710億ドル， 1992年は3兆7，961億
ドルであった。
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中国の合弁企業で生産したコンプレッサーは，主に中国に進出した日本企業向けに生産される
ことになった。というのは，第 lに，アネスト岩田の主力製品のコンプレッサーは，業界でも高
品質な製品として評判で， 日本から主力製品(エンジンや圧縮部品など)を輸出しているゆえに，
低価格にはなりにくかったからである。第2には，高品質高機能を必要とする顧客が限定的だっ
たからである。コンプレッサーは主に工場向けの製品で，中国は世界の生産センターになったの
で，そのことはコンプレ ッサーの使用者が大量に存在することを意味する。 しかし， 今みたよう
に，中国企業の工場では，アネスト岩田の高品質なコンプレッサーは，価格が高すぎて使うこと
がほとんどなかったからである。このことから，当時の主たる顧客は，必然的に，中国に進出し
た日本企業になるのである。そこで，当時，アネスト岩田で想定していた参入戦略は，図 2のよ
うになることがわかる。
図2は，中国市場における競合他社と顧客の分布の概念図である。図の見方は，まず， 3種類
の潜在的な顧客が存在すると理解する。それは三角形を潜在顧客全数とすると，現地の日本企業，
現地の高機能・高品質品を開発生産する企業，そして現地の標準品を開発 ・生産する企業に分け
られる刷。 それらは三角形の上からJI闘に並んでいると考える。三角形は， 3つのカテゴリ ーで分
けられるが，そのとき，その分けた面積の一つ一つが，顧客の分布の規模を意味する。すなわち，
現地の日本企業はあまり数が多くなく，現地の高機能 ・高品質品をつくる会社がより多く，現地
の標準的な製品をつくる会社がもっとたくさん存在していると考えるのである。
当初，アネス ト岩田では，現地に進出した少数の日本企業に自社の製品を販売しよう と考えて
いた。それが図 2の中の参入時のターゲットである。その矢印が三角形の上の頂点に向かってい
参入時のタ ゲー ット ーー→'
現地の
日本企業 J機能の削
高機能 ・商品質製品を
つくる現地企業
標準的な製品をつくる現地企業
つーし
図2 中国市場での顧客地位と規模の概念図
(9 ) これは厳密な市場規模推定に基づいているわけではなL、。アネスト岩田が中国市場をどのように理解
していたか， ということをビジュアルに表している図である。
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る。三角形の頂点付近には，アネスト岩田の高品質なコンプレッサーを必要としている日本企業
がいるのである。
アネスト岩田の製品戦略
三角形の一番上の顧客をターゲットとする，アネスト岩田では当初このような参入戦略を想定
していたが，そののち，高品質多機能製品から「フリルを取ってJ(1ペ高機能・高品質製品をつ
くる現地企業に販売する計画であった。そして最後は，中国の合弁企業が自社で開発できるよう
になると，コンプレッサーや自社製品の品質基準を見直して，より低コストで，標準的な製品を
つくる現地企業にそれらを販売する計画であった。図2の三角形の右側に描かれている 2つの矢
印がそれを表している。
ところが，参入時にターゲットとした日本企業への販売は比較的成功したのであるが，その次
の段階で，多機能の削減をしたにもかかわらず，現地企業にはあまり売れなかったのである。更
にその下の標準品安つくる現地企業には会くといっていいほど相手にされなかった。それらの現
地企業にとっては，アネスト岩田の品質についての評判も，高度な技術能力も全然関係がなかっ
たからである。彼らはただただ価格の安い製品(つまり，コンプレッサー)を必要としていただ
けであった。
価格の安いコンプレッサーは，アネスト岩田の製品とはいくつかの属性で差があって，品質や
性能が劣っていることが多い。極端な場合は，低価格のコンプレッサーは，アネスト岩田製より
も早く止まってしまうかもしれない。それでも，中国現地メーカーが低価格のコンプレッサーを
使うのは，仮に生産プロセスが稼働中で止まっても構わないと考えているからである。そのとき，
出来上がってしまった不良品は，不良品として販売できたからである。それは歩留まりの差となっ
て現れてくるのである。
価格競争がうまくできなかったアネスト岩田は，バリューエンジニアリングを導入して，部品
点数を削誠するように務めた。部品供給会社と共同で新しい部品を開発し，中国向けの製品の開
発も始めた。それでも中国現地メーカーは，新しいコンプレッサーを受け入れなかった。単に多
機能性を削減するだけでは，中国企業にはアピールしないのである。表lは，当時アネスト岩田
が分析していた競合製品との性能差である。
アネスト岩田の理解では，コンプレッサーの製品性能はJ/Lで評価できる。 Jはジュール(仕
表1製品品質・性能の相対比
アネスト岩田製品 中園競合会社製品
製品性能(JjL) 400-600 450-650 
耐周年数(品質の尺度〕 約10年 約3年
価格指標 3 l 
(10) 英語で， subtract frilled features，あるいはfunctionsという言い方をする。フリルというのは，
華やかな飾りで，高機能・高品質を意味している。
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事量)で， L はリットル(容積)である。これは，コンプレッサーが 1リットルの庄縮寒気をつ
くりだすのに何ジュール使うのか，ということを測定するための単位である。これは出力を 1と
したときの入力の比，を意味するので，低ければ低いほど性能が高いと評価できるのである。
表1のアネスト岩田の製品は， 400-600ジュールの仕事量で， 1リットルの圧縮空気をつくり
だせるが，同等の中国製品は 450-650ジュールもかかるということを表している。同等製品といっ
た場合，比較の単位はコンプレッサーの動力で kwを用いる。アネスト岩田の製品では，小型で
0.2kwから 0.75kwぐらいの製品があり，大型になると 11kwまであるω。
アネスト岩間の製品は，平均して中国の競合他社製品よりも効率がよく， しかも耐周年数は約
10年で， 3倍ぐらい品質がよL、。問題は，価格である。これも平均して，アネスト岩田の製品は，
3倍ぐらいの価格がつくことになる。
3倍の値段となると，さらに価格に敏感な標準的な製品をつくる中国の現地メーカーには，と
ても売ることができないと予想された。しかし，ここは非常に大量の潜在顧客がいる巨大なマー
ケット(図 2の三角形のー番下)である。この顧客に受容される製品をもつことは，中国の消費
市場で競争していくためにも重要な課題であった。しかし， リパースエンジニアリングや部品点
数の削減で価格を下げるのは限界があった。
品質基準の見臨しと困難さ
そこで，次に手がけたのが品質基準の見直しである。現地の中国メーカーが品質や機能ではな
く，価格にきわめて敏感であることから，品質基準を見直して，価格を下げることを目指した。
図3は，その品質基準の見直しによって，どのような効果があるのかについての概念図である。
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10 
図3 品質基準見直しの狙いの概念図
(ll) 比較のために，エアコンの消費電力は， 6畳タイプで 2.2kw，冷蔵庫500Lエコ商品で 0.093kwぐ
らいである。炊飯器は結構大きくて 1L， 5合炊き，炊飯時で1.2kwである。電子レンジも1.45kwぐ
らいが標準的な消費電力である。
( 183) 改善効果でどとまで競争できるか 133 
図3の横軸は，品質基準であるが，そのメジャーとして耐周年数をおいている。この意味すると
ころは，顧客が期待する製品品質に耐周年数があり， 10年期待されることを目指す設計と， 5年
しかもたないという設計がある，ということである。もちろん， 10年以上の耐用年数もあるし，
l年もありえる。ここでは，議論のためにそれらの年数を取り上げている。横軸は歩留まりで，
生産すると，いくつその品質基準を満たす製品が完成するか，という意味である(1九
図2は，次のように読む。まず，点線の製品設計がある。吹き出しの矢印が「モジュール製品
の下がり方」となっている方である。モジュール製品の意味については後述するが，今，実線の
製品(同様に， 1インテグラル製品の下がり方Jとなっている)もあるので.2つの製品設計が
あると考えよう。
一般的には，高い品質基準を満たすためには，丁寧な設計と高度な部品の調整が必要になり，
生産の効率は下がると予想される(凶。図でいえば，点線の製品は，品質基準として耐周年数を 10
年持たせる設計を行なうと， 45台(縦軸でいえば，歩留まりが45%) しか完成品をつくること
ができないが， 5年の耐周年数の設計であれば80台(同様に 80%)の完成品をつくることがで
きるこということになる。これは， 10年耐久性のある製品をつくるのは，非常に高度な設計が
求められ，そしてその構成部品も一つ一つが高品質で，材料も吟味されており， T寧なっくりに
なっている必要があるからである。この関係は，下がり具合は異なっても，実線の製品でも同じ
である。品質基準，つまり耐周年数の長い製品るとつくるためには，そうでない製品よりもコスト
が高くなるのである。
もし今，仮に，ある会社が，自社の製品の耐周年数を 10年から 5年に変更したら，歩留まり
は40%から 80%に改善し，倍の(生産)販売台数を期待することができるようになる。これ
までは，その不良生産量分を破棄していたので， 1台あたりを倍の価格で販売しなければなら
なかったのである山〉。これが，品質基準の見極しによって販売価格が低下する論説である。
しかし，この意思決定は，価格を下げられるからといってすぐに実行できるわけではない。品
質基準の見直しは，バリューエンジニアリングで済む問題ではないからだ。それは，これまでア
ネスト岩田が商品質の製品に依って市場で高い評価を得てきたからである。商品質で競争を行っ
てきたと言い換えてもL、し、。品質基準を見直して，低コストな製品を開発するということは，自
社の強みを~H見直すという意味になる。
ここまでくると，実際には，そこまで踏み切れる企業はあまり多くない。アネスト岩田のケー
スで，われわれの議論の対象となる内容は，これで十分であるので，これ以上は紹介しないが，
(12) 単位は，一般的には%ではなく， ppmが使われるが，文系学者には馴染みもないし，その手の厳密
さも必要ともしないあくまでも概念的な説明なので， 100個つくったら何個完成品か，という意味が表
せれば十分であると考える。
(13) これは，現代のメーカーの設計・開発・生産が非効率と言っているのではない。あくまでも品質を高
めるのは，手聞がかかる，という一般論にすぎない。このトレードオフを改善しているのが日本企業の
得意技である。
(14) もちろん，このことはアネスト岩田の実際の話ではなL、。
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ただ，実際の意，思決定にはまだ好余曲折があることは容易に想像がつくだろう。
N.ケースの解釈
ここまで2つのタイプの製品開発の特徴とそれらに関連するケースを考察してきた。論点を整
理しておくと，以下のようになる。まず，製品開発は開発のスタイルと産出される製品に適合関
係があることであるO そして，産出される製品を好む顧客にもタイプがあるo本稿では主に，コ
ストを強調するタイプの顧客と，製品機能や品質を強く求める顧客が存在すると考えた。適合関
係があるので，低コストそ求める顧客には，それに合わせたっくり方が選択される必要があるの
だが，何らかの事情があって，それが上手くいかないことがある，それをケースで考察してきた。
以下では，それらの議論を受けて，われわれの議論がもう少し一般的になるように検討してい
こう。理解すべきは，なぜ「アネスト岩田」は製品開発コストを下げることができなかったのか，
という問題である。言うまでもないことであるが，とこで主語を括弧に入れているのは，議論は
アネスト岩田に個別で限定される話ではないからである。ある会社が製品開発コストを下げるこ
とができないのは，なぜか，である。
部品点数の削減と見直しについて
まず，部品点数を削減したり，部品構成を見直すことで製品開発コストを下げる場合を考えよ
う。この議論のポイントは，製品設計がどのようになされているのかで，コストの下がり方が異
なってくることである。
製品設計がどのようになされているのか，は図4の製品コストの下がり方の概念図を使って考
えることができる。この図は，横軸が部品である。ここで考える製品はいくつかの部品から構成
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図4 製品コストの下がり方概念図
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されていて，ここでは Aから Fまでの 6つの部品の原価と組み立てコストを評価しようとして
いる。縦軸は，それらの部品の原価と組み立てコストである。全部の部品を組み立てると 100%
のコストになる。
リパースエンジニアリングや部品点数の削減で考えるのは，どの部品を修正すれば，どれだけ
コストが下がるのか，ということである。今，実線で表される製品と点線で表される製品の 2つ
があるとしよう。このとき，実線の製品は，全体から B以降の部品を徐々に改善して，コスト
を下げようとする手法である。この場合，たとえば， Bの部品を改善しても 2%しかコストは下
がらず，それ以降もあまり効果がないことを意味している。結局， Fまでの製品を改善しても 96
%までしか下がらないことがわかる。
他方，点線で表される製品では， Bの部品をいきなり半額の部品に置き換えている。これによっ
て50%の削減ができるようになった。 Bの部品以降は，徐々に改善効果が出てきたのであるが， B
以降の部品のコスト・リダクションの貢献は，実線の製品と同じである。しかし，最初のコスト・
ダウンが効いていて， 2つの製品では，最終的には 50%以上のコストの差が出ることになる問。
この概念図が表しているのは，製品の組み立てコストは徐々にではなく，核になる部品を完全
に置き換えるようなことでしか下げることができない， ということである。この考え方は，設計
構造マトリックス (designstructure matrix)という製品開発分析手法に恭づいている。設計
構造マトリックスは，部品の連携性について分析する手法である CBaldwinand Clark [2000J ; 
Eppinger [2001J ; Steward [1981])。部品の連携性を考えることで，製造の効率性を改善する
ことにつながるからである。
ここでは設計構造マトリックスを紹介する紙幅の余裕はないが，その基本的な考え方を図5を
使って確認しておこう。これらは 2つのタイプの製品の組み立て方である。闘の左， Aの図は
部品聞の連携性が低い製品構造になっているo それは，部品 Aも部品 Bもそれぞれの入力に対
して，独立して機能を発揮するからであるO 部品Aは部品Bがなくても機能を発俸することが
できる‘し，逆も同様であることがわかるだろう。他五，凶の右， Bの図は，部品 Aと部品 Bに
はそれぞれの入力があるけれども，その後，音1¥品Aと部品Bがそれぞれに入)Jと出力をし合い，
それから最終的な出力がなされている。これは，それぞれの部品がなければ機能を発揮しないの
A.連携性が低い構造 B.連携性が高い構造
図5 製品構造の連携性概念図
(15) これは概念図で示しているが，アイディア自体は，ケース取材から得ている。本稿のオリジナルなア
イディアではなL、。
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で，連携性が高い製品構造であると考えられる。
連携性が低い製品の場合は，部品AかBのどちらかを完全に置き換えることが可能である。
この場合，図4でいえば点線の製品のようなコスト削減をできるだろうし，図3でいえば，モジュ
ラーな製品の下がり方のように，歩留まりを劇的に改善することもできる。他方，連携性が高い
製品の場合は，そもそも部品AかBを別の何かに置き換えることはできない。それぞれが連携
しあって，ある一定の性能を発揮するように設計されているからである。この場合は，図4でい
えば，実線のような下がり方になるだろうし，図3でいうならば，インテグラルな製品の下がり
方(実線の製品)になるだろう。
なぜ，ある会社には，一方から他方への製品開発スタイルの切り替えができにくいのかといえ
ば，それはそのっくりかたに慣れていないからなのである。ここでいう慣れていない， とは，組
織構造や部品調達の方法が別の方法に適合しない，という意味になる。そこには，これまでナイ
フとフォークで料理を食べてきた人が，箸で食べだすような技術的な困難さだけでなく，茶碗を
持ち上げて食すのは不作法だ， と理解する文化的な抵抗も含まれる。
晶質基準の見直しについて
自分の会社の製品開発のスタイルでは，劇的なコスト削減をできないと悟った会社は，今度は
製品品質を見直すことになる。製品品質を見直すと，劇的なコスト削減ができる可能性があるか
らである。これまでみたように，あるタイプの製品(製造が困難)の場合は歩留まりが改善する
ことでコスト削減につながるし，部品・材料の調達コストが下がることで製品原価を下げること
にもなるからである。
しかし，製品品質を下げるような意思決定は，メーカーにとっては死活問題になりかねない。
ここは相当な覚悟か，慎重な作業が必要になる。というのは，一般的に，製品品質は，その企業
の設定している品質へのこだわり， もう少し学術用語っぽくいえば，品質基準が顧客の期待品質
に適合していると予想するレベルだからである。製品の品質こそが顧客の期待を左右するのであ
る(へこの問題は，以下の企業が利益(粗利)式を考えれば容易に理解できるだろう。
今，利益は一般的に，売上から費用を引いたものである。売上は，メーカーの場合は製品の単
価と販売数量の積で得られる。費用は，ここでは粗利を考えるので，製品の製造原価だけでよい
と考えておこう。したがって，原価に生産数量をかけたものが，原価の総額となる。図6の式で
粗利=(単価一原価)x量
図6 粗利の計算式
(16) ここでの理解は，一般的にマーケティング論で用いられる品質の定義を採用している。それによれば，
製品やサービスについて顧客が期待するパフォーマンスと実際の一致度である (Zeithamlet al. 
[1996J， p.31)。品質には工学的や心理学的定義もある。
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表しているのは，製品 l個の販売額から製造原価を引いて，生産=販売数量をかけているので，
製品 1個あたりの利益と販売数量によって，粗利が得られるということである。図6の式を展開
すれば，一方は単価×量=総売上になり，他方は原価×量=総原価になるから，結局，売上一原
価=粗利という関係になることが容易にわかる。粗利を大きするためには，この式からは，他の
条件を一定として， 2つの方法があると推察できる。
ひとつは，量を大きくすることである。これは販売数量を大きくすることを意味する。生産数
量を増やしても売れるかどうかわからないし，売れなければ単に工場に在庫が山積みになってい
るだけということになり，それでは売上は大きくならないからである。消費者(最終ユーザー〉
に販売できて初めて，利益の出る売上となるのである。課題は，大きくするということであるか
ら，去年よりも今年，今年よりも来年は，販売数量を増やさなければならない。それは消費者
(最終ユーザー)の手元に滞留している時聞を短くすることと，空間的に拡大していくことで実
現する。そのための方法は，おそらく販売促進と低価格化だろう〈ヘ
もうひとつは，単価ー原価の差を大きくすることである。この方法は 2つあって，ひとつは単
価を上げることである。もうひとつは，原価を下げることである。単価を上げるのは，顧客から
強いロイアルティを獲得することである。製品の価格弾力的を非弾力的にする方法は，結局のと
ころロイアルティの向上しかない。それはおそらくプランド化のような個別性(有名性)の促進
である。
単価が一定ならば，引き算である原価を下げることがもうひとつの方法になるだろう。原価を
下げる方法は，規模の経済性がさらに働くのであれば，大量生産であるが，これは生産量の増大
になり，さらに販売量を増やさなければならなくなるので，元の木阿弥である。別の方法として，
部品の変更，品質基準の変更があるだろう。しかし，これはおそらく，最終手段であって，でき
れば，それはやらないほうがいL、。
というのは，それは，これまでの自社の製品に蓄積してきた評判を， リセットしかねない方法
だからである。部品の変更や品質基準の変更は，これまでと別の製品品質となることを意味する。
もちろん，不断の改善努力により，部品がかわっても，一定の品質水準は維持できることだろう。
しかし，それが容易に可能ならば，図3や図4の問題は起こらないはずである。できなL、から，
そのような問題が起こるのである。粗利改善の方法は，表2にまとめられる。
対象となる要素
(単価一原価)
量
表2 粗剰を大きくする方法
ブランド化(単価)
低価格(大量生産)
方法
部品の変更・品質基準の変更(原価)
販売促進
(17) 本稿は，その方法の具体的な取り組みについて議論することを目的としていないので，ここでは触れ
ないが，消費回数の増大.1聞の消費景の拡大，新規顧客の発見の3つがあると考えている。
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なぜコストは下がらないかv. 
それに沿うような実際のビジネス・ケースを考ここまで既存の支配的な理論枠組みを理解し，
ケースを察してきた。本稿は理論が正しいことをケースをもってきて主張するものではないし，
示すことで理論で説明できないことがあることを指摘するものでもない。そうではなく，既存理
論がケース解釈からもたらされるインプリケーションについて批判的に検討することを目的とし
ている。
ここまでの議論を整理掃すると次のようになるだろう O 理論研究が指摘するのは，製品開発は開
これまで少なくとも 2つのタイプが発スタイルと産出製品に適合するタイプがあることである。
モノづくり研究者が言識別されていて，部品聞の連携性の高低によって区別できる。高いのは，
このタイプの製品は，丁寧な調う「すりあわせ型」あるいはインテグラルな製品のことである。
整がたびたび必要な開発スタイル(組織構造〉が適している。そしてそれは，漸次改善型の持続
きわめて有効である。的なイノベーションにつながってL、く。高品質な製品をつくる方法として，
モノづくり研究者が言うとここれは，もう一つは，部品の連携性が低いタイプの製品である。
一旦組みこのタイプの製品は，ろの「組みわせ型Jあるいはモジュラーな製品にあたるだろう。
合わせ方(インターフェースのプロトコル〕さえ決まれば，調整は不要で，各部品ごとに性能を
そして，部品性能したがって，開発は誰に関わりなく分業でき，独自に向上させていけばよい。
との劇的な向上を達成する可能性があるので，破壊的イノベーションにつながる可能性がある，
いうわけである。それらの関係を一覧化したのが図7である。
それぞれの要素は実線の関係でのみ効果を発掃し，破線の組み合わせば不適合にな図7では，
したがって，漸次改善型の持続的イノベーることを表している。これが，既存研究の知見である。
品質を下げてまで，価格安劇的にションをおこす製品開発を得意とする日本企業のやり方では，
ζれまでのやり方日本企業が新興国では，できない。ゆえに，下げる破壊的イノベーションは，
Christensen これは結局のところ，これが結論であるが，で事業を続けることはできない，
と同じ意味で2つの技術を同一社内で実現することはできない，(1997)が最初に述べた結論，
ある。
パフォーマンス
持続的イノベーションァ一一ータ
¥夕
、/
r 、
/辻
一一一一争
開発組織構造
裂A 口統
? ? ? ?
? ? ? ? ?
製品のタイプ
インテグラル製品
破壊的イノベーシ E ン
製品のタイプと開発組織構造の適合仮説
型業分モジュラー製品
図7
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なぜ続くのか
ただし，問題はここからである。その指摘は次のようになる。 IT技術の進歩が，日本企業が
得意としてきた持続的イノベーションによる競争力を低下させ， 日本企業が軒並み低パフォーマ
ンスに陥っている。それは，破壊的イノベーションを起こすことができないからである。破壊的
イノベーションを起こすためには，モジュラーな製品をつくるのに適した分業型の開発構造に設
計し直すことが必要である〈ヘ
そうして，そのための解決策が，実践家や経営学者，テレビのコメンテーター(アンカーパー
ソン〉から，にわかコンサルタントまでたくさん提案されることになる。それらは，経験的なケー
スから，理念的なアジテーションまで多岐にわたる。元理論物理学者で緩営学者に叢麗に転身し
た山口 (2006)は，イノベーション(社会発展の方法)のために糸口を提案する。ひとつはチャ
レンジ力である。これは「リスクに対して面と向かう野生的な力強さ」のことである。ふたつめ
は女性力である。これは「女性の独創力を再発見すること」で，多様性を確保するという意味に
つながる。そして最後に，多様力を指摘する。多様カには，個人でも会社でも社会でも，それぞ
れが独自性を強めることが必要だという。独自性ある要素が多く存在するとは，それがすなわち
多様性であるからだ〈ω。
しかし，この指摘はあまり実践的ではないと，われわれは考える。それどころか，その指摘は，
解決ではなく責任を転嫁しているとすら思える。それはできないそちらが悪いのだ，と言ってい
るのも同然だからだ。家が燃えているのをみて，火を消せば解決である，と言っているようなも
のである。問うべきは，なぜできないのか，なのである。それは普段の心がけや精神を統ーした
ところで解決する問題ではなL、。われわれが問題と考えるのは，なぜその穏度のことができない
のか，ということである。
要するに，コストは下がらない
それは，製品開発のコストを下げるのは，その程度のことではないからである。われわれが取
材から理解したことは，一旦高まった品質管理技術を下げることはできないのである。箸の使い
方を考えれば，それは容易に推察できるだろう。つまり，箸を使い始めたころの不器用な持ち方
を，今となっては再現できないことと同じである。できないことが，わからないのである。これ
は，概念的に示すと次のように説明できるだろう。
(18) ここで言う分業は，組織内開発組織の構造に限定されない。特に，モジュラーな製品の開発の場合は.
組織外部を含む可能性が高い。組織内部ならは統合裂の開発が可能だからである。組織内部の開発組織
の場合は，分業ではなく分化という表現が適当である。
(19) 山口 (2006)は，オリジナルなデータを事実として示し，その事実が起こっている理由をケースを用
いて，説得的に示す。ここでいう新しい取り組み，イノベーションを起こす組織は，結局のところ，パ
ラダイム(既存の支配的なd思考パターン)を脱却することだ， という。この指摘は.Chrisiensen 
(1997)が間違っていたと主張できるほど，新しい違いを述べているわけではない。
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B:イノベー ションに
よって実現した新
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ト関数
Quality 
1. 品質コスト性能向上フェーズ 2.革命的コストダウンフェーズ
B:イJ^ -ー ションに
よって笑現した新
しい製品開発コス
トの品質改善によ
るコスト上昇
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3.新・品質コスト性能向上フェーズ
図8 品質改善の不可逆性
Qo 
B イノベー ションによって
実現したが、すでに支配
的な開発コスト
コスト削減活動で
下げられる限界
Quality 
4.乗り越えられない壁の発見
図8はそういった初期の技術と発展した後の技術の質的な違いを表現するための概念図である。
4つのフェーズがある。左上の品質コスト性能向上フェーズ‘から始まる。一般的に，品質を改善
すると開発コストが上がっていくことが表現されている。イノベーションがおこると，品質を一
定にしたまま劇的なコス ト削減が可能になる。これが革命的コストダウンフェーズである。これ
は，既存研究の言葉を使えば，破壊的イノベーションである。持続的イノベーションは，品質コ
ス ト関数の線上の上位移行で表現される。次は，そのイノベーションによって実現した品質コス
ト関数で，再び性能向上がみられ，コス トが徐々に上がってL、く 。新 ・品質コスト性能フェーズ
である。このままに戻 り，再び 2がおこると通常のサイクルである。そこでは，品質の向上
が伴っているので，消費者はコス トの上昇を納得することができた。
問題は，破壊的技術の登場である。破壊的技術は，品質も下げていいので，驚くばかりのコス
ト削減ができるようになる。4の乗り越えられない壁の発見フェーズがそれである。現在支配的
な品質コスト関数Bは，品質を下げると当然コストを下げることができるのだが，ある一定の
品質まで下げると，それ以降コストは下がらない Q。に達することになる。これ以下は，いく ら
品質を下げてもコストが下がらないのである。太線の屈折した矢印がそれを表している。
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その意味は，コストをそれ以下に下げていくためには，別の品質コスト関数で，開発し直す必
要がある， ということである。これこそが品質基準の見直しに他ならなL、。おそらく，破壊的技
術の品質コスト関数は， もっと倒れていて(傾きが緩やかである)，コストを抑えたまま，急速
にQ。に達するのだろう。もっといえば， Q。を超えてから急激に立ち上がるのかもしれない。そ
れこそが，業界で支配的な企業が，破壊的技術を見逃す理由になるだろう。
このとき，支配的企業に，その破壊的技術の「タネ」みたいなものを事前に発見せよというコ
ンサルティングは可能だろう。しかし，それはし、かなる方法も伴わない単なるアジテーションに
なることが多い， というのが本稿のそれらに対する批判である。気をつけろ，と言うだけなら理
論がなくても可能である。さらにいえば，問題は，予見できたとしても，既存の開発生産体制で
あれば，いずれ登場する破壊的技術の開発コスト水準では，同等品震の製品をつくることができ
ないことである。予見できるできない，という問題だけではないのである。
実践上のインプリケーション
本稿の結論からのインプリケーションは次の3点である。第 lに，われわれが考えたような品
質コスト関数の限界を想定できるのであれば，破壊的技術に対抗することはできない，というこ
とである。ということは， 日本企業は新興国では競争することはできなし、。これは，破壊的技術
による競争が一旦おこると避けようがないという決定論的な世界観であるという批判ができるだ
ろう。その批判は，破壊的技術による競争レベルのメカニズムと，企業の戦略レベルの対応行動
を同レベルで議論している可能性がある。破壊的技術は，技術が普及して，新興国(ローコスト
なオペレーションが可能な国であればどこでもよい〕に移転する限り，次々に生み出されてくる
だろう。われわれは，これらの条件があるかぎりかなり決定論的にワークすると予想する。しか
し，それに対応し，既存企業がアンチエイジング(脱成熟化〉に成功するかどうかは，決定論で
はない。もちろん，成功することもあるだろう。しかし，次のインプリケーションで主張するよ
うに，そういった組織をつくるならばそれは，ほとんど別の会社となるはずだ，というのが本稿
の予想である。
第2に，コスト削減活動で下げられる限界を超えるような品質の製品をつくるためには，別の
組織が必要だということである。そしてそれは同時に，別の製品をつくるということを意味する，
と考えたほうがよい。となると，ブランドを変えるか，完全に別の会社にするかである刷。そし
て第3にそこから論理的に導出できるが，それはこれまでの競争力源泉を放棄することになると
いうことである。
日本企業が競争力を回復するためには，イノベーションを起こすことが必要だ，という多くの
主張を聞かない日はないが， どうすればと問えばリスクテイクな人々の登場を待つことだという
のがせいぜいである。あるいは，いいとこ精神論である。本稿の主張からは，それは2つの異なっ
(20) ここで言う別の会社とは，資本関係の有無を想定していない。開発の意思決定が，独立して行えるな
らli，資本関係があっても破壊的技術!::基づく開発が可能になると考えている。
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た品質コスト関数奇想定することになるので，別の会杜だということになる。つまり，自分たち
がやる限り，そんなことは到底できないのである。
イノベーション与を組こせと言う方が，安心したアド、パイスをしているようでいて，実質的には
無責任である。できないことをやりなさいといってアドバイスした気になっているからである。
あなたには無理なのです，という方がアカデミックスに携わる者として良心的である。ではどう
するかといえば，破壊的技術を活かすことである。それは，結局のところ，既存の体制に対する
アンチテーゼとなり，それが若者によって担われるならば，世代移行を意味することになり，多
少の苦痛はあるにしても，閉塞感からは解き放たれた経梼社会となると期待するものである。
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